
残課題に対する対応方針

項番 業務区分 機能・帳票ＩＤ 構成員向け区分

（質問・報告）
内容 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細

1 共通 機能ID：0120015

機能ID：0120091

機能ID：0120130

質問 各機能要件間で表記に揺れがあるため、以下のとおりに統一した表記へ修正すべきか検討しております。ご意見があればお聞かせください。

修正前：

機能ID：0120015（減免：適用を開始した日（納期）及び終了した日）

機能ID：0120091（減免：適用を開始した日（納期）及び終了した日）

機能ID：0120130（減免：適用を開始した日及び終了した日）

修正後：

（減免：適用を開始した日（納期）及び終了した日（納期））

賛成 修正後で問題ございません。 賛成 賛成 意見なし 賛成 意見ありません。修正するでいいのではないで

しょうか。

賛成 特になし。 賛成 反対 納期という表現は不要と考えます。

なお、東京都は帳票要件にのみ準拠す

る方針であることを申し添えます。

賛成 特に意見はありません。 賛成 統一した表記に修正することに賛成です。 賛成 意見なし 賛成 記載方法の統一は問題ありませんが、（納期）がど

のような利用を想定して記載されているか不明です。

10 1 0

頂戴した意見を踏まえ、いずれの機能要件も以下のとおりに記載を修正します。

（減免：適用を開始した日（もしくは開始期）及び終了した日（もしくは終了

期）

2 共通 帳票ID0120062～67　納税通知書 報告 全税目共通的な対応として、自治体名を出力する「自治体名型」項目について、桁数が「税務システム標準仕様書」に規定の桁数と整合を図るため、一

律12桁に統一します。

賛成 承知しました。 賛成 賛成
3 0 0

概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。なお、一部の自治体では12

桁必要である旨の意見があったことにより12桁としております。本編も3.0版にて併せ

て修正する予定です。

3 共通 全帳票 報告 全税目共通的な対応として、日付を出力する「日付型」項目について、桁数が「税務システム標準仕様書」に規定の桁数と整合を図るため、一律12桁

に統一します。

賛成 承知しました。 賛成 賛成
3 0 0 頂戴した指摘を踏まえ、一律11桁に統一します。

5 共通 帳票ID0120062～65　納税通知書

帳票ID0120081~83　減免決定通知書

帳票ID0120091~96　更正（賦課・価格）決定通知書

帳票ID0120098　資産証明書

帳票ID0120100　無資産証明書

帳票ID0120101,102　評価証明書

帳票ID0120103~105　公課証明書

帳票ID0120106~8　課税証明書

帳票ID0120109　台帳登録登記事項証明書

帳票ID0120110　滅失証明書

報告 帳票レイアウト上の固定文言、帳票タイトル、文書番号の桁数について、諸元表と帳票レイアウトとで同一の桁数へ修正します。 賛成 承知しました。 賛成 賛成

3 0 0 概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。

6 共通 帳票ID0120103　公課証明書（土地・家屋・償却資産） 報告 諸元表上で示している項番24「構造」及び項番25「用途」について、誤記載のため、以下のとおりに修正します。

修正前

項番　大分類　中分類　　小分類　諸元表・内容

24　　家屋　　現況情報　構造　　構造

25　　家屋　　現況情報　用途　　種類

修正後

24　　家屋　　現況情報　構造　　現況構造

25　　家屋　　現況情報　用途　　現況用途

賛成 承知しました。 賛成 賛成 その他 当市では、登記種類、現況種類、現況用

途を基幹系システムで管理しており、このう

ち現況種類を証明書に印字しています。

現況用途は経年減点補正率基準表の

適用区分となっており、印字しておりませ

ん、要件定義上の「現況用途」の定義につ

いて、経年減点補正率基準表の適用区

分と解してよろしいでしょうか。

3 0 1 概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。

7 共通 帳票ID0120084　更正対象者一覧 報告 事業者から以下の帳票について、内部帳票であることから「代替可否（内部帳票）」について、「EUCで代替可」へ緩和してほしいとの要望があったため、以下のとお

りに緩和します。

・帳票ID0120084　更正対象者一覧

修正前：代替不可

修正後：EUCで代替可

賛成 承知しました。 賛成 賛成

3 0 0 概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。

8 土地家屋 帳票ID0120057,58　名寄帳兼（補充）課税台帳

帳票ID0120068,69_課税明細書

帳票ID0120092,94　更正（価格）決定通知書

帳票ID0120098　資産証明書

帳票ID0120101　評価証明書

帳票ID0120103,104　公課証明書

帳票ID0120109　台帳登録登記事項証明書

帳票ID0120110　滅失証明書

質問 地方団体から、

評価証明書、公課証明書及び家屋（補充）課税台帳（閲覧用）について、物件番号の記載がなく、増改築の見分けがつかない恐れがあるとの意見がございまし

た。

証明書を発行する際一棟あたりに手数料を請求しているため、一棟かどうかの識別ができないと納税義務者の手数料の徴収方法に支障をきたす恐れがあるとの懸念

もあるとのことでした。

また、別の地方団体からも名寄帳、課税明細書についても一棟であるかどうかを識別するために物件番号が必要との意見がございました。

上記ご意見を踏まえて、明細ごとに出力する帳票について「物件番号」を標準オプション印字項目として備考欄印字項目として要件化することを検討していますがよろ

しいでしょうか。

＜参考　用語集上の定義＞

物件番号：固定資産課税台帳１枚ごと（資産等ごと）に付番される固有の番号。

賛成 問題ございません。 賛成 賛成 物件番号が付番されても、増改築元の物

件番号とどのように紐づけして表示させるの

かも必要と考えます

賛成 賛成 よろしいです。 賛成 賛成 賛成 本市においては、　１棟あたりに手

数料を請求していないが、証明書の

内容を明確にするためにも物件番

号の項目要件化の検討には同意し

ます

賛成 賛成 賛成 賛成 異論ありません

12 0 0 概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。

9 土地家屋 新規追加 質問 土地における機能ID：0120079及び償却資産における機能ID：0120187と同等の機能として、家屋における以下の機能について、機能ID：0120129の枝

番として標準オプションにて要件化を検討しています。ご意見があればお聞かせください。

「試算結果を保存できること。」

賛成 標準オプション機能としていただいて問題ござ

いません。

賛成 賛成 賛成 土地・償却に同等機能があるのなら、家屋に

あってもいいと思います。

反対 特に必要はない。 賛成 賛成 東京都は帳票要件にのみ準拠する方針

であることを申し添えます。

賛成 特に意見はありません。 賛成 当市では家屋について試算することはあり

ませんが、オプション機能として追加すること

には賛成です。

賛成 要件化することに異議ありません。 賛成 賛成 異論ありません

11 1 0
概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。

なお、試計算機能が不要な旨の意見もございましたが、本要件は試計算結果の保

存機能に関する意見照会であり、試計算機能を削除する予定はございません。

10 土地家屋 帳票ID0120001　土地（補充）課税台帳（閲覧用）

帳票ID0120007　家屋（補充）課税台帳（閲覧用）

質問 ｢地方税分野の各税目に係る手続における個人番号・法人番号の利用について｣より、個人番号を帳票レイアウト上に設ける必要があると思慮しており、項目の追

加を検討しております。本帳票における個人番号の要否は過去に討議済ではありますが、改めてご意見頂戴したく、ご協力の程よろしくお願い致します。

参考：｢地方税分野の各税目に係る手続きにおける個人番号・法人番号の利用について｣

賛成 問題ございません。 その他 賛成 個人番号が記載された課税台帳を、本人

が保管しているだけであれば、問題は起き

ないと考えますが、手数料を支払って課税

台帳を取得するのは、提出先があるからで

はないか。住民票と同じように、個人番号

の印字ついては本人の意思確認が必要で

はないか。

反対 委任状持参の場合、本人には交付しない

が、本人の代理人が来たと考えることができ

る。他人が個人番号を知ることができる。ま

た、課税台帳を何かの申請や添付書類とし

て使用することがあり、使用先での個人番号

管理が発生する。

賛成

個人番号が記載されるのは、本人交付のときのみ記

載

→証明を交付するとき、「本人」「本人以外」を選択

する運用を想定？

反対 閲覧用の帳票には個人番号を付すべき

でないと考えます。本人以外に交付する

ケースの方が多いため、ヒューマンエラーの

可能性を危惧しています。

賛成 特に意見はありません。 その他 帳票レイアウトに追加することには特に反

対意見はありません。しかし、当市では住

基宛名（市内在住の宛名）は個人番

号と宛名番号が紐づいていますが、住登

外宛名（市外在住宛名・課税するために

作成した宛名）については個人番号が紐

づいていないことが大多数です。そのため、

全所有者の個人番号を印字することは現

状難しいと思われます。

賛成 反対 当該帳票について、納税義務者がマイナンバーの記

載を必要としているとは考えにくく、現行本市様式での

記載もない。

現行４月の縦覧時期は、１万件以上の閲覧を発

行しており、交付対象者によって印字の有無を制御

することは実務上の負担が大きく、誤った発行になる

可能性も高い。

市区町村の実務に関する事項のため、回答

を控えます。

5 3 2

頂戴した意見と参考資料を総合的に判断した結果、納税義務者本人から請求が

あった場合に出力可能なよう、諸元表に個人番号及び法人番号を標準オプション

印字項目として定義します。なお、レイアウト上には当該番号項目は設けておらず、

備考欄に出力することとします。

11 土地家屋

帳票ID0120049　共有者氏名表（外部用）

帳票ID0120068,69　課税明細書

帳票ID0120081~83　減免決定通知書

報告 諸元表上で示している「帳票タイトル」について、『　例）』の記載は不要であるため、一律削除します。 賛成 承知しました。 賛成 賛成

3 0 0 概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。

12 土地家屋

帳票ID0120081~83　減免決定通知書

帳票ID0120098　資産証明書

帳票ID0120100　無資産証明書

帳票ID0120101　評価証明書

帳票ID0120103　公課証明書

帳票ID0120106　課税証明書

帳票ID0120109　台帳登録登記事項証明書

帳票ID0120110　滅失証明書

報告 諸元表上で示している「日付型」項目の印字事例について、以下の観点で「税務システム標準仕様書」に規定する仕様と統一を図るため、一律修正しま

す。

・元年は「１年」とせず、「元年」とすること

・年月日は全角数字とし、１桁の場合前に空白を設けないこと

賛成 承知しました。 賛成 賛成

3 0 0 概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。

13 土地家屋 帳票ID0120007　家屋（補充）課税台帳（閲覧用）

帳票ID0120068,69_課税明細書

帳票ID0120092,94　更正（価格）決定通知書

帳票ID0120098　資産証明書

帳票ID0120101　評価証明書

帳票ID0120103,104　公課証明書

報告 納税通知書、更正(賦課)決定通知書については、税額通知に直結する帳票のため、補正｢前｣とせず、補正｢後｣で定義したという経緯がございます。

また、3.0版案で、政令市から、名寄帳についても補正｢後｣で検討すべきとの意見があり、名寄帳についても同様に税額を印字する項目となるため、税額

との相違がないよう補正｢後｣を印字項目とした経緯がございます。

上記を踏まえて、以下対応といたします。

C列青字帳票

→相当税額を印字する事になるので、課税標準相当額に1.4％を乗じた額と差異が生じないように補正｢後｣に変更。（補正前は備考欄印字対応）

C列赤字帳票

→税額を印字する帳票となるので、課税標準相当額に1.4％を乗じた額と差異が生じないように補正｢後｣に変更。

また、更正賦課決定通知書で印字される課税標準額と同じ課標を印字する必要があると考えるので、補正｢後｣に変更。(交付対象者に説明がしやすい

ため。)(補正前は備考欄印字で対応。)

C列黒字

評価額のみ印字する帳票であり、税額にかかる印字項目がないため補正｢前｣の評価相当額を印字する。

賛成 承知しました。 賛成 反対 一律で補正前の評価額を載せることと

し、備考欄に補正後の評価額を載せる

ようにしてください。帳票ごとに記載内容

が異なると、帳票の受け手が混乱すると

思われます。特に、税務署や法務局で

は、評価証明書と公課証明書のどちらで

も手続きが可能としており、各帳票で記

載されている内容が異なる場合、どの値

を基に、相続税や登録免許税を算出す

べきかがわかりづらくなります。 2 1 0 概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。

15 土地家屋 帳票ID0120060　家屋価格等縦覧帳簿 報告 2023年５月に実施したWT資料④「協議案_管理番号　85」の検討結果と同様に、「家屋価格等縦覧帳簿」についても標準オプション機能の出力条件として復活

させることといたします。

・対象となる家屋を指定できること。

・対象となる地区の指定ができること。

賛成 承知しました。 賛成 賛成

3 0 0 概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。

16 土地家屋 用語集No78(相続分割税額) 報告 用語集における説明書きに以下の記載を追加します。

賦課期日以降に納税義務者が死亡した場合に、法定相続分で按分した税額（承継税額と同様。）。

また、各帳票印字項目の｢相続分割税額｣についてですが、年税額合計欄の備考欄に「法9条による分割が行われている場合には、分割後の合計額」と記載されて

いるため、｢相続分割税額｣の印字項目を削除いたします。

賛成 問題ございません。 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 特に問題ありません。 賛成 賛成 賛成 異論ありません

11 0 0 概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。

16 土地家屋 機能ID：0120116 報告 機能ID：0120116における家屋現況情報の「建築年月日」について、家屋登記情報と同様に、『（建築年月日が不詳なものも管理できること）』の記載を追記

します。

賛成 承知しました。 賛成 賛成
3 0 0 概ね賛成意見多数のため、記載のとおりに反映します。

その他 事務局方針賛成 反対

A市 B市 C市 D市 E市 K市 デジタル庁F市 G市 H市 I市 J市


